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昭和２５年２月 信用購買利用組合から改組設立
３５年７月 創立１０周年記念式典
５０年１１月 本店改築落成
５３年３月 平塚支店開設
１１月 預金量１００億円達成

５５年２月 創立３０周年記念式典
５７年１１月 川崎支店開設
５８年９月 貸出金１００億円達成
６２年１０月 新県歯会館に本店移転

平成１年３月 預金量２００億円達成
２年２月 創立４０周年記念式典
６年１２月 相模原支店開設
８年８月 貸出金２００億円達成
９年９月 預金量３００億円達成
１０年１月 管理棟落成
１１年１１月 投資信託窓販業務開始
１２年２月 創立５０周年記念式典
１４年６月 大森一昌現理事長就任

役 員
理 事 長 大森一昌
専務理事 後藤哲哉
常務理事 本間正敏
常務理事 内田正敏（常勤）
常務理事 増田紀男

理 事 大谷 仁
理 事 小清水堯
理 事 宮地 繁
理 事 平林陽助
理 事 杉山 元
理 事 前澤 進
理 事 藍原繁樹

３，７７６３，６５８合 計

１７８１６３法 人

３，５９８３，４９５個 人

平成15年度末平成14年度末区 分

日頃より当組合をご愛顧賜りまして、心より厚く御礼を申し上げます。
このたび、平成１５年度の当組合の業績と経営内容を「しかしんReport２００４」としてとりまとめましたので、ご報告申し
上げます。
さて、平成１５年度は国内景気にやや明るい兆しが現れて、各種経済指標や企業業績にもそれが反映される状況になりまし
た。しかし一方では、国による金融システムの安定強化策として、一部の大手銀行及び地方銀行に対する公的資金注入等の
施策が行われ、金融に対する信頼回復への取組みを強化する年でもありました。また、中小金融機関に対して、「リレーシ
ョンシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」が示され、取引先との良好な取引関係の維持、向上に平
成１７年３月までを集中改善期間として各種施策に取り組むことになりました。現在、経営相談窓口を設け、事業再生等への
取組みの他、各種施策を行なっています。業績につきましては経済の景気回復基調にもかかわらず、歯科医業は依然厳しい
経営環境にあり、預金は関係団体による大口の預金払戻しもあり前年比で減少を余儀なくされましたが、貸出金につきまし
ては資金需要の低迷に対する低利ローンを積極的にすすめた結果、前年比で増加することができました。また、収益につき
ましては不良債権処理負担の軽減等もあり、計画を上回る当期純利益を確保致しました。この結果、金融機関の健全性を示
す自己資本比率は国内基準の４％を大きく上回る９．４９％となり、出資配当金は従来どおりの４．０％の配当率に致しました。
今後も、健全経営と収益管理を第一義としつつ、コンプライアンス（法令等遵守）と適正なリスク管理とを併せて事業目標必
達に向けて全力をもって努力する所存です。
組合員の皆様の尚一層のご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成１６年７月
理事長 大森 一昌

当組合のあゆみ（沿革） 役員会・監事会 平成１６年３月３１日現在

■組合員の推移 （単位：人）
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経営環境
平成１５年度の経済情勢は、各種経済指標が景気回復基調を示唆
するものとなり、企業業績もそれを反映する状況となりました。
この影響により６月まで史上最低金利を更新していた長期金利
が、７月以後に急速に反転し上昇しました。
しかしながら、医療費抑制策による歯科医療の経営環境はこの
ような経済情勢の変化にかかわりなく、前年に引き続いて大変に
厳しい状況下におかれ、この対策として預金、貸出金の金利施策
を実効のあるものにする努力を致してまいりました。

事業概況
預金・積金につきましては、関係団体による大口の預金取崩し
があり、また、個人預金を中心としたペイオフ対策商品である定
期預金「そなえ２１」と定期積金「めばえ２１」による増強を図りま
したが、診療収入の厳しい状況のため預金は低迷し、大変に残念
ながら前期比で９５９百万円の減少になりました。
貸出金につきましては、大変に厳しい状況となった歯科医療経
営に対する支援として平成１５年１１月より「低利１．９％・年末サポ
ートローン」を実施し、また、設備資金等の需要が一段と低迷し
ましたが、住宅ローンは当初計画を上回る実績となり、前期比で
２９９百万円の増加になりました。
収益につきましては、貸出金の増加にもかかわらず、貸出金の
利息収入が低金利商品等の影響もあり前年比で４４百万円の減少に
なりましたが、有価証券の運用における利息配当金と売却益の運
用益等があり、また、不良債権処理における償却・引当金が前年
度比で９千万円の減少になりましたので、この結果当期純利益は
１２６百万円となり事業計画を上回りました。

事業の展望および当組合が対処すべき課題
歯科医療の経営環境は更に一層厳しさを増し、また、平成１７年

４月にペイオフの全面的な解禁を控えていますが、今後の発展的
な健全経営を確保するために１６年度よりスタートする「５ヶ年経
営計画」を策定し、この計画の推進に全力で取り組むことにして
います。また、この計画では取引先との良好な取引関係の維持、
向上を目指す「リレーションシップバンキング」の推進にも取組
み、更に適正なコンプライアンス態勢とリスク管理をもって組合
員の皆様の負託にお答えしつつ、安心をしてご利用頂ける金融機
関を目指して、役職員一丸となって努力を致します。

経営理念・・・・地域社会の歯科保健医療の向上に貢献します。
神奈川県内の歯科医師とその関係者のため、相互扶助の精神に
基づく金融の円滑化を通じて経済活動を促進し、且つその経済的
地位の向上をめざしつつ、歯科医業の発展を図ることにより、地
域社会の歯科保険医療の向上に貢献します。

経営方針・・・・経営の健全性と確固たる経営基盤を強化し歯科
医療界の発展に寄与します。

１．経営の健全性
組合員の皆様に手軽に安心してご利用いただける信頼され
る信用組合として健全経営をめざします。
このため、組合員のニーズにあった経営姿勢により、商品
開発や資金の需要におこたえします。
与信リスクについては、審査管理体制を強化します。
なお、収益の向上を図るため一層の経営の合理化、効率化
に努めるとともに、余資の運用は市場リスクの排除に努め、
安全な運用を図ります。

２．経営基盤の強化
業域信用組合としての特性を活かし、県歯科医師会や地域
歯科医師会及び関係団体との交流により、相互理解を深め、金
融の円滑化を通じて確固たる経営基盤の強化を確立します。

３．事業の展望
組合の事業計画達成のため、預金の増加、貸出金の増加を
図り、かつ効率的な余資の運用により健全経営を基本に適正
な利潤を確保し、事業の推進を図ります。

４．人材の育成
職員の資質の向上を図り、お客様から、さらに信頼される
よう、人材の育成に努めます。

５．法令やルールの厳格な遵守
法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることの
ない、誠実かつ公正な企業活動を行ないます。
なお、コンプライアンス体制を確立し、誇りをもって、働け
る職場環境づくりをめざします。

・第５３期通常総代会開催（６月２１日）
・リレーションシップバンキングの機能強化計画の推進
・医院経営の応援プラン「お中元ローン」取扱開始（１５年７月）
・経営相談窓口・苦情相談窓口の設置
・特別金利「年末サポートローン」取扱開始（１５年１２月）

事業方針

平成１５年度トピックス

平成１５年度 経営環境・事業の概況・展望と課題

機構 平成１６年３月３１日現在
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３７，７５７，２９７３８，７３１，７９０合 計

（△２８１，２８０）（△３５３，９７８）（うち個別貸倒引当金）
△３５０，６９８△４１９，０９３貸 倒 引 当 金
３８，４０６４０，４３９債 務 保 証 見 返

再評価に係る繰延税金資産
１２３，６８５１４０，１８４繰 延 税 金 資 産
１２４，４５２１２３，５４３保 証 金 そ の 他

所有動産不動産
建 設 仮 勘 定

４４２，６２２４６６，１３５事 業 用 不 動 産
２９，４１８２６，６２７事 業 用 動 産
５９６，４９２６１６，３０６動 産 不 動 産
５，１８１４，８６４そ の 他 の 資 産

繰延ヘッジ損失
金 融 派 生 商 品
保管有価証券等
先物取引差金勘定
先物取引差入証拠金

４５，０７６３７，３２５未 収 収 益
６，８８４７，３０１前 払 費 用
５００５００商工中金出資金

１２４，１００１２４，１００全信組連出資金
１，４５０２８８未 決 済 為 替 貸
１８３，１９２１７４，３７９そ の 他 資 産

取 立 外 国 為 替
買 入 外 国 為 替
外 国 他 店 貸
外 国 他 店 預 け

外 国 為 替
８７７，９８４１，０５２，７３３当 座 貸 越

１９，６８４，０２１１９，２９０，４２８証 書 貸 付
１１０，８４８３０，５４７手 形 貸 付

割 引 手 形
２０，６７２，８５４２０，３７３，７０９貸 出 金

貸 付 有 価 証 券
３，０３４，８９１２，６６０，５９４そ の 他 の 証 券
１０，８１８２０，８５８株 式
８６６，５８３１，８５９，２８０社 債

短 期 社 債
２８３，００３５，４９３地 方 債
５，７１８，１１６４，３３７，５７７国 債
９，９１３，４１２８，８８３，８０３有 価 証 券

その他の商品有価証券
貸 付 商 品 債 券
商品政府保証債
商 品 地 方 債
商 品 国 債

商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
買 入 金 銭 債 権
債券貸借取引支払保証金
買 現 先 勘 定
コ ー ル ロ ー ン
買 入 手 形
金融機関貸付金
全信組連短期資金

金 融 機 関 貸 付 等
６，２８４，７１７８，５７０，２５９預 け 金
２９５，２３４３５１，８０１現 金

平成15年度平成14年度資 産

３７，７５７，２９７３８，７３１，７９０合 計
自 己 優 先 出 資
自己優先出資払込金

△１７２，１８４△３３，００６株式等評価差額金
４０，０４３４０，０４３土地再評価差額金
１２６，９６７△４４２，８８２当期純利益
１６６，９３８７１，８８８当期未処分剰余金
（２９，０２６）（２５，８７９）（役員退職給与引当金）
１，１７０，０２６１，１６６，８７９特 別 積 立 金
２８８，７９７２７１，１５２利 益 準 備 金
１，６２５，７６２１，５０９，９２０利 益 剰 余 金

その他資本剰余金
資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金
優先出資払込金
優 先 出 資 金

３００，７２６２８８，７９７普 通 出 資 金
３００，７２６２８８，７９７出 資 金
１，７９４，３４７１，８０５，７５５組 合 員 勘 定
３５，９６２，９５０３６，９２６，０３４負 債 計
３８，４０６４０，４３９債 務 保 証
１７，８０６１７，８０６再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 負 債
証券取引責任準備金
金融先物取引責任準備金

特別法上の引当金
１１６，４１２１１６，４１２退 職 給 付 引 当 金
３６，１０８賞 与 引 当 金
４，５９６４，７０３そ の 他 の 負 債

繰延ヘッジ利益
金 融 派 生 商 品
売 付 債 券
売 付 商 品 債 券
借 入 有 価 証 券
借 入 商 品 債 券
先物取引差金勘定
先物取引受入証拠金

３６，３４４３５，８８３職 員 預 り 金
４，３６７３，８５９払 戻 未 済 金
２，５７９４８１前 受 収 益
７２，９８４７１，１７４未 払 法 人 税 等
５，３３９６，０９９給付補てん備金
３１，６６６６７，２２８未 払 費 用
１６，７４５２２，７８８未 決 済 為 替 借
１７４，６２４２１２，２１９そ の 他 負 債

未 払 外 国 為 替
売 渡 外 国 為 替
外 国 他 店 借
外 国 他 店 預 り

外 国 為 替
コマーシャル・ペーパー
債券貸借取引受入担保金
売 現 先 勘 定
コ ー ル マ ネ ー
売 渡 手 形
再 割 引 手 形
当 座 借 越
借 入 金

借 用 金
譲 渡 性 預 金

４３７，１６５４６０，５４５そ の 他 の 預 金
２，７７８，６７５２，６８７，３９８定 期 積 金
１９，３０２，２７３１９，５５７，７９０定 期 預 金

通 知 預 金
１０７，２０５１１３，６６２貯 蓄 預 金

１２，８９０，６３４１３，６９８，４０２普 通 預 金
６３，６３６２１，３５７当 座 預 金

３５，５７９，５９１３６，５３９，１５６預 金 積 金
平成15年度平成14年度負債及び組合員勘定

■貸借対照表 （単位：千円）

経理・経営内容
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貸借対照表の注記事項

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未
満を切り捨てて表示しております。

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ
の他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原
価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法（または
部分資本直入法）により処理しております。

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行ってお
ります。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負
債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として組合員勘定に計上
しております。
再評価を行った年月日 平成１４年３月３１日
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 １４３百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 ２００百万円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

政令第１１９号）第２条４号に定める路線価に基
づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売買
事例等による補正等）合理的な調整を行って算出

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業
用土地の再評価後の帳簿価格の合計額との差額 △３５百万円

４．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３９年～６０年
動 産 ２年～２０年

５．自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償
却しております。

６．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。「銀行等金融
機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する
実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及
び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における
各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当す
る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する
債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した
残額を引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産
査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当期に帰属する額を計上しております。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、必
要額を計上しております。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基
金）を採用しております。当該企業年金制度における当組合の年金資産は６８４百万円であります。

１０．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
１１．貸出金のうち、破綻先債権額は１９３百万円、延滞債権額は４１９百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令
（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す
る事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１２．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は２１百万円であります。
なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

１３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８６９百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金
で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

１４．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１，５０５
百万円であります。
なお、１１．から１４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

１５．動産不動産の減価償却累計額 ６０４百万円
１６．理事及び監事に対する金銭債権総額 ２２２百万円
１７．理事及び監事に対する金銭債務はありません。
１８．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機等についてリース契約により使用しています。
１９．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 ６０百万円
担保資産に対応する債務はありません。
上記のほか、公金取扱いのために有価証券５百万円を、為替取引のために預け金５００百万円を担
保として提供しております。

２０．出資１口当りの純資産額 １，１７１円９０銭
２１．協同組合による金融事業に関する法律施行規則第５条の６の２第２号に規定されている時価を付し
たことにより増加した純資産はありません。

２２．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表 時 価 差 額
計 上 額 う ち 益 う ち 損

国 債 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円
地 方 債 － － － － －
短期社債 － － － － －
社 債 － － － － －
そ の 他 １，９４７ １，８１３ △１３４ ６ １４１
合 計 １，９４７ １，８１３ △１３４ ６ １４１

（３）その他有価証券で時価のあるもの
取 得 原 価 貸借対照表 評 価 差 額

計 上 額 う ち 益 う ち 損
株 式 １４百万円 １０百万円 △３百万円 －百万円 ３百万円
債 券 ７，２０２ ６，８６７ △３３４ ０ ３３５
国 債 ５，９９３ ５，７１８ △２７５ － ２７５
地方債 ３０４ ２８３ △２１ ０ ２１
短期社債 － － － － －
社 債 ９０４ ８６６ △３７ ０ ３８

そ の 他 ９２１ １，０８７ １６６ １９６ ３０
合 計 ８，１３８ ７，９６５ △１７２ １９７ ３６９
なお、上記の評価差額は「株式等評価差額金」としております。

２３．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
２４．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
売却額 売却益 売却損
１２，７９９百万円 １４０百万円 １１３百万円

２５．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。
内容 貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） ０．２１百万円

２６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のと
おりであります。

１年 以 内 １ 年 超 ５ 年 超
５年 以 内 １０年 以 内 １０ 年 超

債 券 －百万円 １０９百万円 ６，１７３百万円 ５８４百万円
国 債 － － ５，４２５ ２９２
地方債 － ４ ２７８ －
短期社債 － － － －
社 債 － １０５ ４６９ ２９２

そ の 他 － ４０２ ５７７ １，４７５
合 計 － ５１１ ６，７５１ ２，０６０
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１１４，３１６△４２０，０４３経 常 利 益
１９，０１４その他の経常費用

その他資産償却
金銭の信託運用損
株 式 等 償 却
株 式 等 売 却 損

２，７０７２７，１８６貸 出 金 償 却
６６，４５０貸倒引当金繰入額

２，７０７１１２，６５０その他経常費用
４，６９３５，４１３税 金
１９６，８５９２０９，１４６物 件 費
３５３，９０６３５２，４４８人 件 費
５５５，４５９５６７，００８経 費

３８３３その他の業務費用
金融派生商品費用

４７３，５９３国債等債券償却
国債等債券償還損

１１３，３０６９，２０５国債等債券売却損
商品有価証券売買損
外国為替売買損

１１３，３４５４８２，８３２その他業務費用
５６，７５７５９，７１８その他の役務費用
９，７６８９，７２９支払為替手数料
６６，５２５６９，４４８役務取引等費用
７５０８１０その他の支払利息

金利スワップ支払利息
コマーシャル・ペーパー利息
借 用 金 利 息
譲渡性預金利息

３，６９５４，５９７給付補てん備金繰入額
３０，１４６３３，８０５預 金 利 息
３４，５９２３９，２１３資 金 調 達 費 用
７７２，６３１１，２７１，１５４経 常 費 用
１，４３７その他の経常収益

金銭の信託運用益
１，３３９６８４株 式 等 売 却 益
２，７７６６８４その他経常収益
１３，５９９８，９７３その他の業務収益

金融派生商品収益
国債等債券償還益

１４０，８６６８１，０６２国債等債券売却益
商品有価証券売買益
外国為替売買益

１５４，４６５９０，０３５その他業務収益
５，３７４５，５２９その他の役務収益
２１，５９３２１，６５４受入為替手数料
２６，９６７２７，１８３役務取引等収益
８，９２５６，４８１その他の受入利息

金利スワップ受入利息
１１０，８８２９９，１９０有価証券利息配当金

債券貸借取引受入利息
買 現 先 利 息
コールローン利息
買入手形利息
金融機関貸付金利息
全信組連短期資金利息
金融機関貸付等利息

６，２３８６，８０８預 け 金 利 息
５７６，６９１６２０，７２７貸 出 金 利 息
７０２，７３８７３３，２０８資 金 運 用 収 益
８８６，９４８８５１，１１１経 常 収 益
平成15年度平成14年度科 目

１６６，９３８７１，８８８当期未処分剰余 金
４６６，５６９目的積立金取崩 額

３９，９７０４８，２００前 期 繰 越 金
１２６，９６７△４４２，８８２当 期 純 利 益
１，８２２△３９，８０９法 人 税 等 調 整 額
２，６２７６２，５６９法人税・住民税及び事業税
１３１，４１７△４２０，１２１税引前当期純利 益

その他の特別損失
証券取引責任準備金繰入額
金融先物取引責任準備金繰入額
減 損 損 失

２，１６３１１８動産不動産処分損
２，１６３１１８特 別 損 失
１９，０６８その他の特別利益

証券取引責任準備金取崩額
金融先物取引責任準備金取崩額

１９５３９償却債権取立益
動産不動産処分益

１９，２６３３９特 別 利 益
平成15年度平成14年度科 目

（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ
いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．出資１口当りの当期純利益 ８６円０８銭
３．その他の特別利益は、貸倒引当金取崩額の１９百万円であります。
４．協同組合による金融事業に関する法律施行規則別紙様式が「協同組合による
金融事業に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成１６年４月
１２日付内閣府令第４３号）により改正されたことに伴い、当期から次のとおり表示
方法を変更しております。
（１）前期において区分掲記していた「税引前当期利益」（又は「税引前当期損
失」）及び「当期利益」（又は「当期損失」）は、当期からは「税引前当期純利益」
（又は「税引前当期純損失」）及び「当期純利益」（又は「当期純損失」）として
表示しております。

経理・経営内容

■損益計算書 （単位：千円）
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４０，１２８３９，９７０次 期 繰 越 金
（３，２００）（３，１４６）（役員退職給与積立金）
１０３，２００３，１４６特 別 積 立 金

役 員 賞 与 金
（ 円につき 円の割合）（ 円につき 円の割合）

事業の利用分量に対する配当金

（ 円につき 円の割合）（ 円につき 円の割合）
優先出資に対する配当金

（年４％の割合）（年４％の割合）
１１，６８０１１，１２５普通出資に対する配当金
１１，９２９１７，６４５利 益 準 備 金
１２６，８０９３１，９１７剰 余 金 処 分 額

４６６，５６９積 立 金 取 崩 額
１６６，９３８７１，８８８当期未処分剰余金
平成15年度平成14年度科 目

１．７７０．６８業 務 粗 利 益 率
６６９，７０８２５８，９３１業 務 粗 利 益
４１，１２０△３９２，７９７そ の 他 業 務 収 支
１１３，３４５４８２，８３２そ の 他 業 務 費 用
１５４，４６５９０，０３５そ の 他 業 務 収 益
△３９，５５８△４２，２６５役 務 取 引 等 収 支
６６，５２５６９，４４８役 務 取 引 等 費 用
２６，９６７２７，１８３役 務 取 引 等 収 益
６６８，１４５６９３，９９４資 金 運 用 収 支
３４，５９２３９，２１３資 金 調 達 費 用
７０２，７３８７３３，２０８資 金 運 用 収 益

平成15年度平成14年度科 目

（注）１．資金調達費用は、金銭信託等運用見合費用（１４年度、１５年度ともにゼロ）を控除して
表示しております。

２．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×１００

５５５，４５９５６７，００８経 費 合 計
４，６９３５，４１３税 金
３０，２１５２９，４０４そ の 他
３４，９４０４１，１７６動産不動産償却
５，３６８８，８０８人 事 厚 生 費
１２，８１１１２，９８２事 業 費
３５，３６８３６，７２９動産不動産費
７８，１５５８０，０４３事 務 費
１９６，８５９２０９，１４６物 件 費
３７，２５３２９，７３７そ の 他
１８，８１６２１，２４７退職給付費用
２９７，８３５３０１，４６３報酬給料手当
３５３，９０６３５２，４４８人 件 費
平成15年度平成14年度項 目

５５，３４４５７，５１２その他の役務取引等費用
１，４１２２，２０６その他の支払手数料
９，７６８９，７２９支払為替手数料
６６，５２５６９，４４８役務取引等費用

その他の役務取引等収益
５，３７４５，５２９その他の受入手数料
２１，５９３２１，６５４受入為替手数料
２６，９６７２７，１８３役務取引等収益
平成15年度平成14年度科 目

△４，６２１△１５，０８７支 払 利 息 の 増 減
△３０，４７０△５５，８９４受 取 利 息 の 増 減
平成15年度平成14年度項 目

１１４，２４８△３０８，１２８業 務 純 益
平成15年度平成14年度項 目

％ ％

経理・経営内容

■剰余金処分計算書 （単位：千円） ■経費の内訳 （単位：千円）

■粗利益 （単位：千円）

■役務取引の状況 （単位：千円）

■受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

■業務純益 （単位：千円）
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１５年度
う ち
借 用 金

１４年度
１５年度

う ち
譲 渡 性 預 金

１４年度
０．０９３３，８４１３６，１７７１５年度

う ち
預 金 積 金

０．１０３８，４０３３６，２８１１４年度
０．０９３４，５９２３６，２１４１５年度

資 金 調 達
勘 定

０．１０３９，２１３３６，３２２１４年度
１．１２１１０，８８２９，８３７１５年度

う ち
有 価 証 券

１．６０９９，１９０６，１９６１４年度
１５年度

う ち
金融機関貸付等

１４年度
０．０８６，２３８７，１４９１５年度

う ち
預 け 金

０．０６６，８０８１１，２６３１４年度
２．８０５７６，６９１２０，５３６１５年度

う ち
貸 出 金

３．０７６２０，７２７２０，１６５１４年度
１．８６７０２，７３８３７，６４９１５年度

資 金 運 用
勘 定

％１．９２千円７３３，２０８百万円３８，００１１４年度
利回り利 息平均残高年度科 目

４３４２４２４６５１常 勤 役 職 員 数
１１，６８０１１，１２５１０，５９５１０，３２５１０，１７３出資に対する配当金

１，５０３，６３３１，４４３，９８７１，３５５，７６２１，３０２，１５２１，２８７，３８７出 資 総 口 数
３００，７２６２８８，７９７２７１，１５２２６０，４３０２５７，４７７出 資 総 額
９．４９９．２６９．４３９．９６１０．２６自己資本比率（単体）

１，７９４，３４７１，８０５，７５５１，９８３，１５６２，１８４，１４０２，１４４，３４８純 資 産 額
３７，７１８，８９１３８，６９１，３５０３８，６１９，４０９３７，００５，５３３３５，５４３，７７３総 資 産 額
９，９１３，４１２８，８８３，８０３６，０２９，５９８５，８００，１９２６，２７３，２６６有 価 証 券 残 高
２０，６７２，８５４２０，３７３，７０９２０，２３２，２５８２０，９０６，１８７２０，５３０，７２２貸 出 金 残 高
３５，５７９，５９１３６，５３９，１５６３６，３０４，７０９３４，４８０，２６２３３，０４４，５００預 金 積 金 残 高
１２６，９６７△４４２，８８２５０，０１４４７，０１２５４，０９９当 期 純 利 益
１１４，３１６△４２０，０４３４３，１５２６７，９３３１０３，８４７経 常 利 益
８８６，９４８８５１，１１１８９５，４４６９２６，５１５１，００３，４５９経 常 収 益

平成15年度平成14年度平成13年度平成12年度平成11年度区 分

（注）残高計数は期末日現在のものです。

口 口 口 口 口

人 人 人 人 人

％ ％ ％％％

経理・経営内容

■主要な経営指標の推移 （単位：千円）

■資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

期限付劣後債務及び期限付優先出資
負 債 性 資 本 調 達 手 段

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
６９，４１７６５，１１５一 般 貸 倒 引 当 金

２６，０３２２６，０３２
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の45%に相当する額

１，７４２，６２３１，７５４，５８６基 本 的 項 目 （Ａ）
営 業 権 相 当 額
自 己 優 先 出 資
自 己 優 先 出 資 払 込 金

△１７２，１８４△３３，００６その他有価証券の 評 価 差 損
そ の 他

４０，１２８３９，９７０次 期 繰 越 金
１，２７３，２２６１，１７０，０２６特 別 積 立 金
３００，７２６２８８，７９７利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
優 先 出 資 払 込 金
非累積的永久優先出 資 金

３００，７２６２８８，７９７出 資 金
平成15年度平成14年度項 目

（注）大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出したものです。
％９．４９９．２６自 己 資 本 比 率（Ｅ/Ｆ）

８．９９８．８１T i e r 1 比 率（Ａ/Ｆ）

１９，３６７，７３６１９，９１３，９１９リス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （Ｆ）
３８，４０６４０，４３９オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目

１９，３２９，３３０１９，８７３，４８０資産（オン・バランス）項目
１，８３８，０７３１，８４５，７３４自 己 資 本 額（Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ）

控 除 項 目 計 （Ｄ）
控 除 項 目 不 算 入 額 （△）

期限付劣後債務及び期限付優先出資
並 び に こ れ ら に 準 ず る も の

負 債 性 資 本 調 達 手 段
及 び こ れ に 準 ず る も の

他の金融機関の資本調達手段の
意 図 的 な 保 有 相 当 額

１，８３８，０７３１，８４５，７３４自 己 資 本 総 額（Ａ＋Ｂ）＝（Ｃ）
９５，４５０９１，１４７補 完 的 項 目 （Ｂ）

補 完 的 項 目 不 算 入 額
平成15年度平成14年度項 目

％

％％

■自己資本の充実の状況 （単位：千円）

 

0

3.0

（単位：％） 平成13年度 

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

平成14年度 平成15年度 

9.43％ 9.26％ 9.49％ 

自己資本比率 

国際 
基準 

国内 
基準 
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０．２４０．２６資 金 利 鞘 （ａ－ｂ）
１．６２１．６６資 金 調 達 原 価 率（ｂ）
１．８６１．９２資 金 運 用 利 回（ａ）

平成15年度平成14年度区 分

１５年度末
デリバティブ等商品

１４年度末
１５年度末

金銭の信託
１４年度末

△１７２９，９１３１０，０８５１５年度末
有 価 証 券

△４７８，８８３８，９３１１４年度末
評価損益時 価取得価格または契約価格項 目

（注）１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会：平
成１１年１月２２日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価のないものに
ついては、帳簿価格で表示しております。

２．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律施行規則第
５条の７第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバティブ取引、先物外
国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組合せた商品です。

２７．１９１７．０７（期中平均）
預 証 率

２７．８６２４．３１（期 末）
５６．７６５５．５７（期中平均）

預 貸 率
５８．１０５５．７５（期 末）

平成15年度平成14年度区 分

１５４９０その他業務収益合計
１３８その他の業務収益

金融派生商品収益
国債等債券償還益

１４０８１国債等債券売却益
商品有価証券売買益
外国為替売買益

平成15年度平成14年度項 目

５，１３４５，０４１１店舗当りの貸出金残高
９，０４４９，０７０１店 舗 当 り の 預 金 残 高

平成15年度末平成14年度末区 分

４７７４６８職員１人当りの貸出金残高
８４１８４３職員１人当りの預金残高

平成15年度末平成14年度末区 分

１００．０３６，１７７１００．０３６，２８１合 計
そ の 他 の 預 金
譲 渡 性 預 金

６１．６２２，２８９６５．０２３，５９４定 期 性 預 金
３８．４１３，８８７３５．０１２，６８６流 動 性 預 金
構成比金 額構成比金 額

種 目
平成15年度平成14年度

１００．０３５，５７９１００．０３６，５３９合 計
０．０２０．０３公 金
０．０２０．６２１５金 融 機 関
２７．１９，６４９２８．５１０，４１３一 般 法 人
２７．１９，６５５２９．１１０，６３２法 人
７２．９２５，９２４７０．９２５，９０６個 人
構成比金 額構成比金 額

区 分
平成15年度末平成14年度末

７１６２財 形 貯 蓄 残 高
平成15年度末平成14年度末項 目

０．３３△１．１３総 資 産 当 期 純 利 益 率
０．２９△１．０８総 資 産 経 常 利 益 率

平成15年度平成14年度区 分

（注）総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×１００

■オフバランス取引の状況（有価証券）

■総資産利益率 （単位：％）

■先物取引の時価情報

■総資金利鞘等 （単位：％）

経理・経営内容

■有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益（単位：百万円）
■預貸率および預証率 （単位：％）

■１店舗当りの預金および貸出金残高 〔平残ベース〕（単位：百万円）

■職員１人当りの預金および貸出金残高 〔平残ベース〕（単位：百万円）

■その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

資金調達

■預金種目別平均残高 （単位：百万円、％）

■財形貯蓄残高 （単位：百万円）

■預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

該当ありません 該当ありません

預金種目別平均残高 

定期性預金　61.6％ 

流動性預金　38.4％ 
預金者別預金残高 

法  人　27.1％ 
個  人　72.9％ 
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１００．０２０，５３６１００．０２０，１６５合 計
５．１１，０５１５．６１，１３８当 座 貸 越
９４．７１９，４４８９４．１１８，９７２証 書 貸 付
０．２３６０．３５３手 形 貸 付

割 引 手 形
構成比金 額構成比金 額

科 目
平成15年度平成14年度

１００．０９，８３７１００．０６，１９６合 計
貸 付 有 価 証 券

３０．７３，０２０６２．１３，８５０そ の 他 の 証 券
０．３３００．５３０株 式
１２．１１，１８４２１．０１，３０１社 債

短 期 社 債
２．６２５６３．４２０９地 方 債
５４．３５，３４５１３．０８０３国 債
構成比金 額構成比金 額

区 分
平成15年度平成14年度

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

１００．０２０，６７２１００．０２０，３７３合 計
３５．３７，３０１３３．６６，８５９個人（住宅・消費・納税資金等）

雇用・能力開発機構等
０．１１００．１１０地 方 公 共 団 体
６４．６１３，３６１６６．３１３，５０４小 計
０．４９６０．６１２１そ の 他 の 産 業
６４．２１３，２６５６５．７１３，３７５各 種 サ ー ビ ス

不 動 産 業
金 融 ・ 保 険 業

０．０８卸 売 ・ 小 売 業
運 輸 業
情 報 通 信 業
電気・ガス・熱供給・水道業
建 設 業
鉱 業
漁 業
林 業
農 業
製 造 業

構成比金 額構成比金 額
業 種 別

平成15年度末平成14年度末

１００．０２０，６７２１００．０２０，３７３合 計
０．７１５５０．９１８３信 用
７．４１，５３１８．４１，７１６保 証
６．３１，２９２４．５９１４信用保証協会・信用保険
８５．６１７，６９４８６．２１７，５６０小 計

そ の 他
７３．９１５，２７６７８．６１６，００７不 動 産

動 産
有 価 証 券

１１．７２，４１８７．６１，５５３当組合預金積金
構成比金 額構成比金 額

区 分
平成15年度末平成14年度末

△６８３５０６６４１９貸倒引当金合計
△７２２８１６５３５３個別貸倒引当金
４６９０６５一般貸倒引当金

増減額期末残高増減額期末残高
項 目

平成15年度平成14年度

５２２７貸 出 金 償 却 額
平成15年度平成14年度項 目

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る
引当は行っておりません。

２３８２４０代 理 貸 付 合 計
国民生活金融公庫
独立行政法人福祉医療機構

２３８２４０全国信用協同組合連合会
商工組合中央金庫

９９３８，３４４１，０２８８，６１６制 度 融 資 合 計
３４１１オ ー ト ロ ー ン
２２２６，７７１２０９６，６２９住 宅 ロ ー ン
４６３８４７４６６１，０５２消 費 者 ロ ー ン
２３３０１２１１入 会 ロ ー ン
８２１５５９６１８３管財融資（契約地域歯科医師会）
２００５３４２４４７３７医療整備資金（県・横浜・川崎）
先数金 額先数金 額

区 分
平成15年度末平成14年度末

１００．０２０，６７２１００．０２０，３７３合 計
７０．６１４，５９１７０．９１４，４５１設 備 資 金
２９．４６，０８０２９．１５，９２２運 転 資 金
構成比金 額構成比金 額

区 分
平成15年度末平成14年度末

資金運用

■貸出金種類別平均残高 （単位：百万円、％） ■貸出金担保別残高 （単位：百万円、％）

■有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

■制度融資貸付（消費者ローン・住宅ローン等残高）・代理貸付残高（単位：百万円）

■貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

■貸出金使途別残高 （単位：百万円、％）

■貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％） ■貸出金償却額 （単位：百万円）

貸出金種類別平均残高 

当座貸越　5.1％ 

手形貸付　0.2％ 

証書貸付　94.7％ 
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８７．３９３００１，０１４１，５０５平成１５年度
合 計

８９．５８３５６１，１２９１，６５８平成１４年度
８０．５２１９６８１８６９平成１５年度

貸出条件緩和債権
９０．３４２６６５７３９平成１４年度
１００．０００２１２１平成１５年度

３か月以上延滞債権
２５．５８０２２８７平成１４年度
９５．０２１９６２０２４１９平成１５年度

延 滞 債 権
９０．５１１６５１７７３７９平成１４年度
１００．００８４１０８１９３平成１５年度

破 綻 先 債 権
１００．００１８８２６４４５２平成１４年度

保全率（％）
（B＋C）／A

貸倒引当金
（C）

担保・保証額
（B）

残 高
（A）

区 分

（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第
９６条第１項第３号のイ．会社更生法等の規定による更生手続開始の申立
てがあった債務者、ロ．民事再生法の規定による再生手続開始の申立て
があった債務者、ハ．破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、
ニ．商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務
者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営
再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外
の未収利息不計上貸出金です。

３．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日
から３か月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。

４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

５．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保
証による回収が可能と認められる額です。

６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引
き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸
倒引当金は含まれておりません。

２０，７３０平成１５年度
合 計

２０，４３３平成１４年度
１９，２２４平成１５年度

正 常 債 権
１８，７７４平成１４年度

６１．３２８７．３９１，３１５３００１，０１４１，５０５平成１５年度
不 良 債 権 計

６７．３６８９．５８１，４８５３５６１，１２９１，６５８平成１４年度
１０．４２８１．０５７２２１９７０２８９１平成１５年度

要 管 理 債 権
１．９７８３．４５６９０２６８７８２７平成１４年度
６３．３４８７．２９１４３３６１０７１６４平成１５年度

危 険 債 権
５８．７０８０．９２１５２５１１０１１８８平成１４年度
１００．００１００．００４４８２４５２０３４４８平成１５年度

破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権

１００．００１００．００６４３３０２３４０６４３平成１４年度

貸倒引当金引当率
（C）／（A－B）

保全率
（D）／（A）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

貸倒引当金
（C）

担保・保証等
（B）

債権額
（A）

区 分

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

【リスク管理体制】
当組合では、各種のリスク管理を重要課題として認識し、「リスク管理に関する基本
規程」のもとに各リスク管理規程を整備し、リスク管理委員会を設置して適正なリスク
コントロールに努めています。
［リスクの種類とその対応］
信用リスク
信用リスクとは、信用供与先（貸出先等）の財務状況の悪化等により、資産（貸出
資産等）の価値が減少ないしは消失し、信用組合が損失を被るリスクです。
※当組合では貸出案件の審査にあたっては、貸出審査委員会により申込先の返済
能力、資金使途、担保評価等の審査を行い、一定額以上の貸出案件については、総
合貸出審査委員会が再審査を行って不良債権の発生防止に努めています。
市場関連リスク
市場関連リスクとは、金利、有価証券の価格、為替等の様 な々市場のリスク要因の
変動により、保有する資産の価値が変動し、信用組合が損失を被るリスクです。
※当組合では有価証券の運用にあたっては、資金運用委員会により市場の状況把
握をし、適正な購入・売却を行うために価格、金利、情報等についての検証に努めて
います。
流動性リスク
流動性リスクとは、信用組合の財務内容の悪化等により必要な資金繰りに支障が

生じる場合や、市場の混乱等により通常の取引ができなくなり信用組合が被るリスク
です。
※当組合では、通常以上の預金払戻が生じた場合に備え、支払準備率等をもとにし
て必要額以上の資金を全信組連等へ預け金として確保し、有価証券の運用は流動
性の高い国債等を中心に行っています。
事務リスク
事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠ったり、事故・不正等を起こすことにより

信用組合が被るリスクです。
※当組合では事務取扱に際しては、相互牽制によるチェックを行い、事務処理の状況
については、検査室による内部検査を予告なしで各部署に対して実施する等、正確性
の確保と事故・不正防止に努めています。
システムリスク
システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等のシステムの不備
およびコンピュータが不正に使用されることにより信用組合が損失を被るリスクです。
※当組合では主要なコンピュータシステムは、信用組合のネットワークシステムである
信組情報サービス（株）のSKCセンターオンラインシステムに加盟し、リスクの分散を
図る等万全の体制を整えております。

【コンプライアンス（法令等遵守）体制】
当組合の経営理念に基づき、社会的使命と公共性を発揮するために、コンプライ

アンス・マニュアルと同プログラムを制定し、倫理綱領及び行動規程と共に役職員に
周知徹底を図っています。又、倫理綱領に次の行動指針を制定しています。
１．社会的使命と公共性の自覚と責任
２．信頼の確保
３．経営の透明性の確保
４．反社会的勢力との対決
コンプライアンス体制の運営にあたっては、監査事務局にコンプライアンス統括部
門を設置し、各部署に配属するコンプライアンス担当者と共に法令および各規程に
違反する言行等がないかをチェックし、その状況について理事会および監事会に報
告を行なっています。
又、役職員については定期的に研修を行い、適正なコンプライアンス体制の構築

に努めています。

資金運用

■金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

■リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％） ■リスク管理体制・法令遵守体制
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国際業務 証券業務

■外国為替取扱高

■外貨建資産残高

■公共債引受額

■公共債窓販実績

■当組合の子会社

該当ありません 該当ありません

該当ありません 該当ありません

該当ありません
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１４，７８０百万円１３，７９３百万円

被
仕
向

内国為替取引
実 績 ２７，７１７件３０，４５６件

１９，３７３百万円１７，５１９百万円
仕
向

４４，５４４件４４，９８６件
平成15年度平成14年度項 目

預金業務 …………………………………………
●当座預金 ●普通預金 ●貯蓄預金 ●納税準備預金
●総合口座 ●スーパー定期積金 ●スーパー定期預金
●据置期間後解約自由定期預金“福複” ●大口定期預金
●変動金利定期預金 ●期日指定定期預金
●積立定期預金 ●財形貯蓄預金
◎保険診療報酬の振込（口座自動振替・会費等自動引落等）

融資業務 …………………………………………
●一般融資 ●医◯融資 ●管◯融資 ●小規模企業共済融資
●独立行政法人 福祉医療機構医療貸付資金 ●入会金ローン
●学資ローン“はばたき” ●住宅ローン ●フリーローン
●カードローン ●オートローン ●しかしんスーパー５０

◎組合員ご加入のお願い
当組合は出資金を運営の資本とし、組合員の相互扶助を目的
とした協同組合です。より幅広いお取り引きのため、１万円か
らのご出資を是非お願い申し上げます。

投資信託販売業務 …………………………………
９種類の証券投資信託商品を取りそろえ、窓口販売の取扱い
をしております。

◇ 投資信託は預金と違いリスクのある商品ですので、よく窓
口でご相談のうえご利用下さい。

サービス業務………………………………………
●無料税務相談

（本店にて毎月第一木曜日に『税務相談』を開いております。専門の
ベテラン税理士が親身に相談に応じてくれます。相談は無料です。）

●年金自動受取り ●内国為替サービス
●クレジット・サービス ●外国為替（取次ぎ方式）
●キャッシュカード・サービス（デビットカード）
◇ 各店舗の窓口に営業案内を備え付けておりますので、ご利用下さい。

《自動機器設置状況》 ATM（現金自動預払機） 本店（県歯会館内）１台

平塚支店 １台

相模原支店 １台

CD（現金自動支払機） 川崎支店 １台

事業のご案内

その他業務

■手数料一覧 （平成１６年３月３１日現在）

■内国為替取扱実績

420円420円3万円未満
文書扱い

振

込
630円420円3万円以上

420円420円3万円未満
電信扱い

630円420円3万円以上

窓口扱い定例送金金 額種 類

金額は１件、１通当たり
為替手数料

無 料当組合内 振込・送金・代金取立

4,000円外国送金 電信扱い

CDカード自動機利用手数料

無 料全 店当組合利用の場合

210円8：30～17：00日・祝日・年末

他金融機関※
利用の場合

210円14：00～17：00
土 曜

105円8：30～14：00

210円18：00～21：00
平 日

105円8：00～18：00

※当組合の組合員の方が上記手数料を支払われた場合、翌月にお口座にお返し致します。

その他手数料

1,050円１件 に つ きカード再発行

各種書類
発 行
手 数 料 1,050円１冊 に つ き通帳再発行

1,050円１か月につきコ ム 発 行

1,050円１件 に つ き特殊証明書発行

315円１件 に つ き各種証明書発行

315円１枚 に つ きマル専手形用紙

各種用紙
交 付
手 数 料

315円１枚 に つ き手 形 用 紙

1,050円１冊（５０枚綴り）小 切 手 帳

※手数料には、消費税５％相当額が含まれています。

手数料返戻サービス

■法定監査の状況

当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法
律第５条の５に規定する「特定信用組合」に該当してお
りません。
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（１）当組合の地域貢献に対する経営姿勢

当組合は神奈川県の歯科医業関係者を組合員とする業域信用組合であり、組合員がお互いに助け合い、発展し

ていくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組合組織の金融機関です。金融業務を通じて組合員の

歯科医業経営に関する事業の発展に寄与しており、ひいては県内住民の歯科医療および健康管理にも貢献してお

ります。

（２）貸出金について［地域（業域）への資金供給の状況］

【貸出金残高２０，６７２百万円】平成１６年３月末 （単位：百万円）

【制度融資等のご説明】

◇医療施設等整備資金

診療施設等の改善資金として、神奈川県等行政当局との協定により当組合の資金を低利でご融資する制

度です。尚、神奈川県医療施設等整備資金については常時受け付けております。

◇管財融資

地域歯科医師会からの預託金に当組合資金を同額加えてご融資する制度で、現在、川崎・藤沢・平塚・

小田原・厚木・海老名・相模原・戸塚・泉・大和の各地域歯科医師会と協定し実施しています。

地域貢献

２０，６７２合 計
７，３０１個 人（ 住 宅・消 費・納 税 資 金 等 ）
５，４１２運 転 資 金
７，９５９設 備 資 金
２０，６７２１，１６４合 計
１０１地 公 体

１，７２４１２０個 人
１，０９２９７法 人
１７，８４６９４６個 人 事 業 主
１８，９３８１，０４３事 業 者
金 額先 数

３７７１０９年末サポートローン
８１２３お中元ローン

６，７７１２２２住宅ローン
８４７４６３消費者ローン
３０２３入会ローン

１５５８２
管財融資（契約地域
歯科医師会）

５３４２００
医療施設等整備資金
（県・横浜・川崎）

金 額先 数制度融資貸付残高

地区一覧（神奈川県全域）

本店・支店一覧 

本 店  

 

 

平 塚 支 店  

 

 

川 崎 支 店  

 

 

相模原支店 

〒231-0013　 

横浜市中区住吉町6-68-2 

045（641）2904（代） 

〒254-0035 

平塚市宮の前9-5 

0463（23）4928（代） 

〒211-0004 

川崎市中原区新丸子東2-896-26 

044（433）8361（代） 

〒229-0036 

相模原市富士見5-2-18 

042（750）0200（代） 

本店エリア 

相模原支店 
エリア 

平塚支店 
エリア 

川崎支店 
エリア 
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地域貢献

◇入会ローン

新入会員に対し、県歯科医師会・地域歯科医師会の入会金を融資する制度です。融資申込の際に入会の承

認及び所要金額について県及び地域歯科医師会の証明が必要となります。

◇お中元ローン

歯科医院経営に対する応援プランとして、ボーナス支払い等の運転資金などにご利用頂けるよう低利のご

融資を１５年７月から同１５年８月まで実施致しました。

◇年末サポートローン

歯科医院経営に対する年末のサポート資金として平成１５年１１月から同１５年１２月まで実施致しました。

（３）取引先への支援状況

当組合では取引先への経営改善支援策として業務渉外課に経営相談窓口を設置し、要注意債権等の健全化及び

不良債権の新規発生防止のための体制整備に努めています。また、経営改善を必要としている取引先（１６先）につ

いて、経営改善計画及び支援方針を決定し経営改善のノウハウ等の提供を行なっています。

（４）業界へのサービス

◇ 手数料返戻サービス

当組合の組合員の方が、他の金融機関（郵貯を含む）のATMをご利用し、お支払いになった利用手数料は当

組合が全額負担し、翌月まとめてお客様の口座へお戻ししております。

◇ 無料税務相談

当組合では、顧問税理士により毎月第１木曜日に本店において、医院経営・贈与・不動産・その他資産に

関する税務相談を実施しております。ご希望の方はお気軽にご相談下さい。

◇ 経営相談窓口

当組合ではお客様の経営相談、経営支援のため経営相談窓口を業務渉外課に設置致しました。当組合初め

ての業務ですがどうぞお気軽にご利用ください。

◇ 苦情相談窓口

当組合ではお客様のご意見、ご要望、苦情等を大切にし、より良い組合作りのために苦情相談窓口を監査

事務局に設置致しました。当組合初めての業務ですがどうぞお気軽にご利用ください。

◇ 情報提供活動

当組合では、神奈川県歯科医師会発行の月刊誌「歯界月報」の紙面に組合の月次毎の情報を掲載するとと

もに渉外担当者によりディスクロージャー誌の配布を行っております。

この他、ご要望により会合等で「組合の現状」をご説明致しております。

また、当組合ではホームページ（http : //www.shikashin.co.jp）を開設しておりますので、どうぞご覧くださ

い。

◇ 会議室の提供

平塚支店および川崎支店においては、地域自治会等に会議室の提供を実施しております。

（５）文化的・社会的貢献活動

平成１５年５月 関東地区歯科医師親善ゴルフ大会への協賛

平成１５年５月 神奈川県歯科医師会野球大会への協賛

平成１５年１０月 神奈川県歯科医師テニス大会への協賛

平成１５年１０月 神奈川県歯科医師ゴルフ大会への協賛
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２１．単 体 自 己 資 本 比 率 ＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８
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２９．その他業務収益の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
３０．経 費 の 内 訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７
３１．総 資 産 経 常 利 益 率 ＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
３２．総資産当期純利益率＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
【預金に関する指標】
３３．預金種目別平均残高＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
３４．預 金 者 別 預 金 残 高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
３５．財 形 貯 蓄 残 高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
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３８．貸出金種類別平均残高＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
３９．貸出金担保の種類別残高＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
４０．貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
４１．貸出金業種別残高・構成比＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
４２．預貸率（期末・期中平均）＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
４３．消費者ローン・住宅ローン残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
４４．代 理 貸 付 残 高 の 内 訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
４５．職員１人当り貸出金残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
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（４）貸 出 条 件 緩 和 債 権

５４．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊・・・・・・・・・・・・・・・１１
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６３．会計監査人による監査＊・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３
【その他の業務】
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